



































ないかということで､ 後注として､ 主観的予備的併合を認め､ この場合に前記①②の解決策を採るかどうかに













同時審判の申出のある共同訴訟とは､ 通常共同訴訟 (条) でありながら､ 原告の同時審判の申出に基づい




























































の請求は ｢法律上併存し得ない関係｣ ということになるが､ 占有者の過失の不存在が原告の占有者に対する請
求においては占有者の抗弁になると解しつつ､ 所有者への請求では占有者に過失があったことは所有者が主張
すべき抗弁であるという見解に立てば､ 一方の請求原因事実が他方の請求では抗弁事実になるという関係には











では､ 学説によっては両請求が当該基準によるところの ｢法律上併存し得ない関係｣ と同視できるとされるよ
うな関係であるにもかかわらず､ 明文上で規定されていないがために ｢法律上併存し得ない関係｣ に該当せず､
同時審判の申出のある共同訴訟の対象外となってしまうといった事態も生じうる｡ たとえば､ 民法条によ
れば無権代理人の責任と有権代理による本人の責任は ｢法律上併存し得ない関係｣ となる｡ つまり､ 民法
条は本人による追認があるか代理権が証明されれば､ 有権代理となり本人が責任を負うことを当然の前提とし
た上で (民法条１項､ 条１項)､ 追認や代理権という有権代理の要件が備わらなければ無権代理として無
権代理人が責任を負うことを明文上で規定しているのである｡ これに対して､ 表見代理 (民法条) による
本人に対する請求と無権代理人に対する請求ではどうか｡ 表見代理は外観法理を基礎として取引安全を図る趣
旨の制度であり､ 代理権の存在を前提とする有権代理や本人の意思を重んじる趣旨の追認とはその性質を異に







に ｢表見代理が成立しないとき｣ という文言を解釈によって読み込み､ これによって表見代理責任と無権代理
責任は有権代理における本人の責任と無権代理責任同様両立しないものとなるが､ これはあくまで解釈上導か
れる結論であって､ 民法条１項には代理権を証明することができなかったとき､ 追認を得ることができな
かったとき､ のほか ｢表見代理が成立しないとき｣ や ｢表見代理を証明できなかったとき｣ などとは実際には




私が考えるに､ ｢法律上併存し得ない関係｣ とは､ ２つの異なる法律上の請求権において要件事実の一部が
重なり合っていて､ その要件事実の存在が一方の請求権の成立要件となると同時に他方の請求権を不成立なら
しめる理由となっており､ それによって両請求権が両立しないことが実体法上に組み込まれているものをいう
と解すべきであろう｡ 具体的には､ たとえば､ 不法行為 (民法条) において不法行為能力すなわち行為者
の責任能力は民法条の不法行為に基づく損害賠償請求権の成立要件たる要件事実である (民法条)｡ 他
方で行為者の責任能力は責任無能力者の監督義務者責任 (民法条) においても要件事実となっており (こ
れが請求原因となるか抗弁となるかは別として)､ 行為者の責任能力は２つの請求権の重なり合う要件事実で
ある｡ そして､ 行為者の責任能力の存在は､ 責任無能力者の監督義務者責任 (民法条) の不成立を理由付
けるものであり､ これにより行為者の不法行為責任と責任無能力者の監督義務者責任とが両立しないことを民
法は自身の規定上に組み込んでいるのである｡ したがって､ 私見によれば行為者の不法行為責任と責任無能力
者の監督義務者責任は ｢法律上併存し得ない関係｣ ということになる｡ 民法条や条もこの基準で説明で
きよう｡


























両立的､ 重畳的なものとして捉える併存説は採りえないであろう｡ この点､ 補充的責任説は表見代理が広義の
無権代理であることを認めつつ､ 表見代理の要件が充たされる場合には､ 相手方はそれで目的を達成しうるの
だから無権代理人の責任を追及させる必要はないとして､ ｢代理権を証明することができなかったとき｣､ ｢追

































































































































したがって､ 条と条は､ 上記私見の基準に照らすと民事訴訟法条１項の ｢法律上併存し得ない関係｣
とはいえないということになる｡ しかし､ この結論はなんら不当ではない｡ まず､ 選択説によれば表見代理を
あくまで広義の無権代理として扱うことを前提とするから､ 有権代理と無権代理が民事訴訟法条１項の ｢法
























事実をみると､ 上記のように条責任は条責任の不成立をその要件としていると解する以上､ 当然､ 
条の要件事実のすべてが条の要件事実と重なり合うことになるのであるが､ そのうち ｢基本代理権｣ は､
これが存在することが条の成立要件 (上記⑤の要件) となる一方､ それにより条の成立要件 (上記Ｊの
要件) を充たさなくなるため､ ｢基本代理権の存在｣ という要件事実が条を不成立ならしめることを理由付




この他､ たとえば､ 原告が免責的債務引受があったとして引受人に対して債務の履行請求を行い､ 免責的債
務引受の立証ができなかった場合に備えて旧債務者に対しても債務の履行請求を行うということが考えられる｡
このような場合の引受人に対する請求と旧債務者に対する請求は ｢法律上併存し得ない関係｣ といえよう｡



























れる結論ではなく､ ｢原告と､ そのとき､ その場所で､ その契約をした者は一人しかいないはずである｣ とい
う社会的現実的事象を前提として導き出される結論に過ぎないのである｡ 加害車両を運転していたのがＣかＤ
かというのもこれと同様であろう｡ これに対して条１項のケースで責任があるのは本人か代理人のいずれ
かであるというのは､ 社会的現実的事象として ｢代理権があれば本人が責任を負い､ なければ無権代理人が責






































とがあるところ､ 私見は ｢請求原因｣ や ｢抗弁｣ にこだわらず､ それらの総称としての要件事実という概念を
用いているため
()





所有者に対する請求権を不成立ならしめる理由となっているため､ 両請求は ｢法律上併存し得ない関係｣ とい
えるのである｡ 立案担当者説は ｢法律上併存し得ない関係｣ につき､ 一方の請求の請求原因が他方の請求にお
いて抗弁となる場合をいうとするが､ 重要なのはある要件事実が一方で請求原因となる反面､ 他方で抗弁とな
るかどうかではなく､ その要件事実が２つの請求権の成否にまたがる分水嶺としての法的機能を担っているか
どうかであろう｡ その意味では立案担当者説は ｢法律上併存し得ない関係｣ の説明としてやや不適当といえな
くもない｡ もっとも､ 単なる説明の仕方の差に過ぎないともいえ私見と大差はないであろう｡
以上､ 民訴法条１項の要件である ｢法律上併存し得ない関係｣ の解釈につき現在の私の思うところを述べ
たが､ 今もって思案中であり満足のゆく説明ができたとは到底いいがたい｡ この問題はさらなる議論によって
精緻化されていくべきであり､ また､ 当該問題を取り扱った判例の登場がまたれるところであろう｡
(１) 秋山・伊藤ほか著 『コンメンタール民事訴訟法Ⅰ 第２版』 頁以下｡ なお､ 同時審判の申出のある共同
訴訟の創設に至る沿革については､ 青山・伊藤ほか 研究会・｢新民事訴訟法をめぐって｣ 第５回 ジュリス
ト号頁以下が詳細である｡
(２) 法務省民事局参事官室編 『一問一答新民事訴訟法』 [商事法務研究会] 	頁｡
(３) 三木浩一 (｢多数当事者紛争の処理｣ ジュリスト号頁)｡
(４) 青山ほか・前掲研究会ジュリスト号頁 竹下守夫発言｡
(５) これらのケースにつき､ 田原睦夫 ｢同時審判申出共同訴訟｣ 滝井・田原・清水共編 『論点 新民事訴訟法』
[判例タイムズ社] 	頁は､ 条１項の適用外であるとするが､ 高見進 (｢同時審判の申出がある共同訴訟｣ ジュ
リスト	号頁) は ｢法律上併存し得ない関係｣ にあたるとする｡
(６) 法務省民事局参事官室・前掲書頁｡
(７) (注８) で示すように厳密にはこの見解は､ 占有者の過失の不存在は原告の請求原因事実になるのではなく
再抗弁となるとするが､ 結局は同じことであろう｡
(８) 条１項に関する要件事実の考え方は様々であるが､ 通説的な見解は原告の主張する請求原因は､ 占有者
に対する請求では①原告の被侵害利益の存在 ②土地工作物が通常備えるべき安全性を欠如していたこと ③
②による①の侵害 ④損害の発生及び額 ⑤③と④の因果関係 ⑥③のとき被告が当該土地工作物を占有して
いたことであり､ 所有者に対する請求では上記①～⑤に加えて､ ⑥③のとき被告が当該土地工作物を所有して
いたことであるとする (岡口基一 『要件事実マニュアル (下)』 [ぎょうせい] 頁)｡ そして､ 占有者に対す
る請求において占有者の過失の不存在が占有者の抗弁となるとするのが通説､ 判例 (大審院昭和３年６月７日
民集７巻頁) でありこのことにはあまり争いがないようであるが､ 所有者に対する請求においては､ 占有
者の過失の不存在を原告の再抗弁とする見解 (法律要件分類説 (通説)｡ 大江忠 『要件事実民法 (４) 債権各
論 [第３版]』 頁､ 鈴木・三ヶ月監修 『新・実務民事訴訟講座』 [日本評論社] 
頁 (山本和敏執筆部分))







責任は表見代理が成立しない場合の補充的な救済手段であるとする見解 (補充的責任説 (従来の通説)｡ 我妻
栄 『民法講義Ⅰ 民法総則』 [岩波書店] 頁､ 川島武宜 『民法総則』 [有斐閣] 頁等) と､ 両者は独立し
た救済手段であり相手方はいずれの手段を採るか選択できるとする見解 (選択的責任説 (有力説)｡ 幾代通
『民法総則 (第二版)』 [青林書院新社] 頁､ 四宮・能見 『民法総則 (第七版)』 [弘文堂] 頁､ 川井健
『民法概論１ 民法総則 (第３版)』 [有斐閣] 	頁等) があるが､ 補充的責任説ならばもちろんのこと､ 選択
的責任説の論者の中でも両者の責任は両立しない択一的なものであるとするのが多数である (選択説)｡ なお､
選択的責任説に立ちつつ両者の責任を不真正連帯債務ととらえて両立的､ 重畳的なものと理解する見解 (併存
説) として､ 谷口知平・加藤一郎編 『新民法演習 総則』 [有斐閣] 頁 (乾昭三執筆部分) がある｡
() 谷口・加藤編・前掲書頁｡












どないであろう｡)､ 原告が前訴で敗訴した場合､ 原告と代理人との間に参加的効力が生じ､ 後訴において代理
人は前訴と相反する有権代理の主張を原告に対してすることはできなくなる結果､ 原告は両負けを防ぐことも





不法行為に基づく損害賠償責任 (民法条) を負うため､ 本人からの損害賠償請求を追及する後訴を誘発す
ることになるのに対し､ 原告側の主張に反し基本代理権のない無権代理ということになれば､ 実体法上代理人
は相手方に対して無権代理に基づく損害賠償責任 (民法条１項) を負うことになるため､ 相手方からの無
権代理責任を追及する後訴を誘発することになる｡ したがって､ 上記の場合に代理人が原告､ 本人のいずれの
側に補助参加するかは必ずしもわからず､ 前訴で原告が訴訟告知をして､ 代理人が原告側に補助参加し､ ある





















することもでき､ 原告は訴訟告知によっても両負けを防ぐことはできなくなるのである (もっとも､ 仙台高裁
昭和年１月日判例タイムズ号頁は訴訟告知の制度は告知者が被告知者に訴訟参加する機会を与える










頁､ 三和一博・平井一雄編 『民法総則要説』 [青林書院]

頁､ 河上正二 『民法総則講義』 [日本評論社] 
頁､ 潮見佳男 『入門民法 (全)』 [有斐閣] 頁､ 佐久間
毅 『民法の基礎１ 総則』 [有斐閣] 頁､ 北川善太郎 『民法総則 第２版 民法講要Ⅰ』 [有斐閣] 頁等｡
(	) 我妻・前掲書	

頁､ 山本敬三 『民法講義Ⅰ 総則』 [有斐閣] 	頁等｡
() 奥田・安永編 『法学講義 民法１総則』 [悠々社] 頁等｡
() しかし､ 補充的責任説のいうように条１項に ｢表見代理が成立しないとき｣ を読み込んで表見代理を抗
弁とすることが妥当であるかについては若干の疑問が残る｡ 補充的責任説は条１項に ｢表見代理が成立し
ないとき｣ を読み込むというが､ 法律要件分類説によれば､ その場合､ 表見代理の不成立が請求原因となるこ
とになろう｡ 表見代理を抗弁とするのであれば､ 規定の構造から見る限り ｢表見代理が証明できないとき｣ の
文言を条１項に読み込むか､ 条２項に ｢表見代理が成立するとき｣ の文言を読み込んでこれを抗弁と解
する方が無理がないといえる｡ もっとも､ 補充的責任説が表見代理成立の抗弁を認める趣旨が､ 単に表見代理
が成立する場合には無権代理責任を負わせる必要がなくなるというだけでなく､ 表見代理の成立によって追認
と同様の効果が発生する点にもあると解せば､ 条１項に ｢表見代理が成立しないとき｣ を読み込みつつこ
れを抗弁とすることも可能であると思われる｡ すなわち､ 条１項は ｢追認を得ることができなかったとき
は｣ と規定しており､ これは法律要件分類説によれば本来原告の請求原因事実となるはずであるが､ 消極的事
実の立証は困難であり原告にその責任を負わせることは酷であることを理由に追認の存在を被告の抗弁に回す
のが通説である (大江忠 『要件事実民法 (１) 総則 [第３版]』 	頁等｡ これに対して司法研修所民事裁判教
官室 『増補民事訴訟における要件事実 第一巻』 [法曹会] 
頁は追認の存在が抗弁となるのではなく､ 追認
拒絶の存在を請求原因事実として原告が主張立証しなくてはならないという見解もあるとする｡)｡ これに従え
ば､ ｢表見代理が成立しないとき｣ と ｢追認を得ることができなかったとき｣ を同等に扱い､ 条１項に ｢表
見代理が成立しないとき｣ を読み込みつつこれを抗弁と解することも可能となろう｡ 補充的責任説は表見代理
を広義の無権代理であることを前提にするものであるが､ これに対し､ 表見代理を有権代理として構成する見
解もある (有権代理構成説｡ 木村常信 ｢表見代理の法的構成 －表見代理・有権代理論－｣ 民法の争点頁)｡
この立場からは､ 条１項は ｢代理権を証明できず｣ として有権代理の成立の立証責任を被告に負わせるこ







論 [第２版補訂版]』 [東京大学出版会] 頁､ 並木茂 『要件事実原論』 [悠々社] 頁以下等｡ ただし､ 内




() 四宮・能見・前掲書頁､ 橋本恭宏ほか 『導入対話による民法講義 (総則) (新版)』 [不磨書房] 	頁等｡
() 条の主観的要件である ｢信ずべき正当な理由｣ とは善意無過失のことであるとするのが通説である (我
妻・前掲書	頁､ 四宮・能見・前掲書	頁､ 橋本ほか・前掲書
頁､ 五十嵐・泉ほか 『民法講義１ 総則』
[有斐閣] 





() 幾代・前掲書頁､ 四宮・能見・前掲書頁､ 川井・前掲書頁､ 河上・前掲書頁､ 潮見・前掲書
頁､ 佐久間・前掲書頁､ 北川・前掲書頁､ 橋本ほか・前掲書	頁､ 大江・前掲書	
頁､ 副田・中舎・
山崎 『新・民法学１ 総則 (第２版)』 [成文堂] 頁､ 安井・後藤ほか 『プリメール民法１ 民法入門・総
則 (第２版)』 [法律文化社] 頁､ 滝沢昌彦 『民法がわかる 民法総則』 [弘文堂] 頁､ 升田純 『要件事
実の実践と裁判』 [金融財政事情研究会] 	頁等｡ 本文にて後述するが､ この見解に立つと条と条は民
訴法条１項の ｢法律上併存し得ない関係｣ とはいえなくなる｡ なお､ この点について同時審判の申出のある
共同訴訟の制度がない旧法下での論文であるが､ 谷口安平 ｢主観的予備的併合の許否｣ 小室直人編 『セミナー
法学全集７ 民事訴訟法』 [日本評論社] 
頁は､ 条と条の両請求は主観的予備的併合の対象にはなる










() 表見代理責任認容判決確定の抗弁について､ 四宮・能見・前掲書頁は､ 表見代理責任認容判決が確定す
ることで追認があったのと同様､ 条の要件が充たされなくなるとしている点からして､ 当該抗弁は要件不
具備による請求棄却に向けられた抗弁ということになると思われる｡ このように解せば､ 条１項に ｢表見
代理責任認容判決確定を証明できなかったとき｣ を読み込むことになろうか (完全否定説ならばこのほか
条但書に ｢無権代理責任認容判決が確定したとき｣､ 条に但書として ｢無権代理責任認容判決が確定したと
















うのは不合理であるし､ 後者の場合にそこまで原告である相手方を保護するのは行き過ぎである｡ その他､ 表
見代理認容判決が確定した場合のみ表見代理の抗弁を認めるものとして､ 岡口基一 『要件事実マニュアル (上)』
[ぎょうせい] 頁 (同書は条請求の場合につき上記四宮・能見説を引用して表見代理 (認容判決確定) の
抗弁が認められるとするが､ 同書頁以下の表見代理請求については無権代理責任認容判決確定の抗弁につ
いて触れるところがないことから上記四宮・能見説と全く同じ立場に立っているものと思われる｡) 等がある｡
() 川井・前掲書頁｡ なお､ 無権代理責任認容判決確定の事実については､ これを抗弁ではなく原告側の請
求原因とする考え方も成り立ちうると思われる｡








ることとなろう｡ しかし､ 表見代理が成立する場合でも､ 相手方の取消権 (条) や本人の追認 (条) は
相手方保護の見地から認めることに合理的な理由はあると思われるが (薬師寺志光 『民法総則概論』 [法政大
学出版局] 頁は表見代理の場合に相手方の取消権を否定する理由はないとする｡ 金山正信 『民法総則』 [ミ
ネルヴァ書房] 頁も表見代理の場合の相手方の取消権､ 本人の追認を認める｡)､ 相手方の取消権や本人の
追認は､ 表見代理の無権代理的側面を認めることで初めて認めることができるのである｡ この点に有権代理構
成説の問題がありそうである｡ また､ 有権代理構成説や補充的責任説のように表見代理の成立の抗弁を認めず
とも､ 表見代理責任認容判決確定の抗弁､ 無権代理責任認容判決確定の抗弁を認めることで､ 相手方が過剰に







中島秀二 (民法判例百選Ⅰ 総則・物権 第５版新法対応補正版頁) もいずれの説に立つかを明言はしない
が､ 有権代理と無権代理の間の境界は曖昧であり､ いずれなのかが微妙であるケースについて相手方から追及
を受けた代理人が代理権の主張が奏功しない場合に備えて ｢然らずとするも表見代理｣ と抗弁することがあな
がち不当であろうか｡ との疑問を呈する｡ 表見代理の有権代理的構成を批判するものとして石田喜久夫 『口述
民法総則』 [成文堂] 頁等がある｡ 無権代理と表見代理の関係については遠藤・川井ほか編 『演習民法総則・
物権』 [青林書院新社] 
頁以下 (田中整爾・国井和郎執筆部分) が詳細である｡
() ⑤を除いた要件事実はいずれも原告が主張立証すべき請求原因である｡ もっとも､ このうち③および④につ
いてはこれを表見代理の実体要件ではないとして条の主張立証の対象から除外する見解が多数である (岡
口・前掲書頁､ 伊藤滋夫 『要件事実の基礎』 [有斐閣] 頁､ 村田渉 (｢法律実務家養成教育としての要件
事実の考え方について｣ ジュリスト

号頁) 等)｡ しかし､ 表見代理は広義の無権代理でもあることにか
んがみれば､ 代理権や追認の不存在は実体上の要件といわざるを得ないであろう｡ このような観点から代理権､









る｡ したがって､ ｢代理権の不存在｣､ ｢追認の不存在｣ を表見代理の実体要件と解したうえで､ そのどちらも
原告の主張立証すべき請求原因となると考えるべきである (並木・前掲書頁)｡ もっとも､ この見解に対し
ては､ 原告が有権代理のほかに表見代理を予備的に請求するという上記の場合において､ 一方では代理権の存
在を立証し他方で代理権の不存在を立証することになり困難を強いることになるうえ､ 表見代理の請求原因と
して ｢代理権の不存在｣ や ｢追認の不存在｣ といった消極的事実の立証責任を原告に負わせるのも原告にとっ
て酷であるとの批判がなされる｡ そこで､ この見解の代表的論者でおられる並木教授は､ そのような場合には
被告は禁反言の法理によって代理権 (追認) の存在と代理権 (追認) の不存在の両方を否認もしくは不知とす















() なお､ 条の訴訟において被告は条の抗弁として､ ｢代理権の不存在｣､ ｢追認の不存在｣､ ｢基本代理権
の存在｣､ ｢相手方の善意無過失｣ を主張立証することとなる｡ まず､ ｢代理人による法律行為｣ と ｢顕名｣ の
要件は原告が請求原因で主張立証するため被告に主張立証責任はない｡ 次に､ ｢代理権の不存在｣､ ｢追認の不
存在｣ と ｢相手方の善意無過失｣ については､ この立証責任を被告に負わせると､ 被告は条１項および２
項の抗弁として ｢代理権の存在｣､ ｢追認の存在｣､ ｢相手方の悪意有過失｣ を立証しつつ条の抗弁として
｢代理権の不存在｣､ ｢追認の不存在｣､ ｢相手方の善意無過失｣ を立証しなくてはならないことになり､ 被告に
酷であるとも考えられる｡ しかし､ 仮に被告は ｢基本代理権の存在｣ のみを立証すればよいということにする
と､ 原告が再抗弁として ｢代理権の存在｣､ ｢追認の存在｣､ ｢原告自身の悪意有過失｣ のいずれかを立証するこ
とになるところ､ このように解すると､ もし裁判所が原告の悪意､ 善意につきノンリケットに陥った場合には､
条２項の抗弁は立たなくなるが､ 条の抗弁については被告は ｢基本代理権の存在｣ を立証するのみで原
告の請求を排斥できることになってしまい､ 条の条文構造とは大きくかけ離れる結果となろう｡ そこで､
被告に条の抗弁として､ ｢代理権の不存在｣､ ｢追認の不存在｣､ ｢基本代理権の存在｣､ ｢相手方の善意無過失｣
の各主張立証責任を負わせたうえで､ 被告が条１項および２項の抗弁も提出する場合には､ 注 () と同
様､ 原告は条１項および２項の抗弁である ｢代理権の存在｣､ ｢追認の存在｣､ ｢相手方の悪意有過失｣ と









() 淡路剛久 『債権総論』 [有斐閣] 頁｡
() 並木・前掲書頁や伊藤・牧野編 『民事要件事実講座３ 民法Ⅰ 債権総論・契約』 [青林書院] ７頁も免
責的債務引受は請求権の消滅事由であるとする｡
() 青山ほか・前掲研究会ジュリスト号頁 竹下守夫発言､ 柳田幸三発言も免責的債務引受の事例につ
き､ たとえば､ 民訴法条３項は条を準用するところ､ 免責的債務引受があったとして､ 新債務者に対して
訴訟引受決定がなされ､ 原告である債権者が申出をすると同時審判申出共同訴訟になるが､ この場合には免責
的債務引受が有効か無効かで弁済すべき責任を負う者が変わってくるため､ 旧債務者への請求と新債務者への
請求は両立し得ない｡ そして､ 債務引受については民法に特に条文はないが､ 免責的な債務引受が成立した場
合には､ 旧債務者は免責されて､ 新債務者のみが責任を負うという条文があるのと同じに扱い､ この場合は法
律上併存し得ない場合にあたるとする｡
(	) なお､ 高橋宏志 『重点講義 民事訴訟法 (下)』 [有斐閣] 
頁は､ 加害車両を運転していたのはＸかＹの
どちらかであるというケースは､ ＸかＹのほかにそのどちらともいえないという真偽不明の第三の場合があり
えるため､ そもそも単純な二者択一の関係ではないという｡ したがって､ この見解からは加害車両を運転して
いたのがＸかＹというようなケースは当然に条の適用範囲から除外されることとなろう｡ しかし､ この高橋
教授の見解に対しては､ 有権代理と無権代理という法律上併存し得ない場面であっても､ 代理権がある､ 代理
権がないというほかに代理権があるかないかどちらともいえないという真偽不明の第三の場合があるので､ 加
害車両を運転していたのがいずれかという場面とそれほど異なるかは疑問である｡ との批判が高見教授からな
されている (高見進 ｢同時審判の申出がある共同訴訟の取扱い｣ 『新堂幸司先生古希祝賀 民事訴訟法理論
の新たな構築 上巻』 [有斐閣] 	
頁)｡
() 伊藤・難波編 『民事要件事実講座１ 総論Ⅰ 要件事実の基礎理論』 [青林書院] ７頁は､ 請求原因､ 抗弁､
再抗弁､ 再々抗弁…はすべて何らかの法律効果を発生させる法律要件に該当する具体的事実､ すなわち要件事
実であるとする｡ この見解は請求原因や抗弁として裁判で主張される ｢具体的事実｣ を要件事実と捉えるもの
であるが､ 要件事実は請求原因や抗弁として裁判で主張される ｢具体的事実｣ ではなく､ 法規範的要件として
実体法上に規定されている (もしくは解釈によって規定されているとみられる) ｢抽象的事実｣ であると考え
られる｡ すなわち､ 
条の要件である ｢過失｣ は､ 明文上で請求原因に位置づけられる要件として規定され
ている ｢過失｣ という法規範的要件それ自体が要件事実なのであって､ 裁判上で請求原因事実として主張され
る ｢過失｣ に該当する具体的事実､ たとえば ｢Ａがわき見運転をしていた｣ という事実は要件事実ではなく主
要事実なのである (谷口安平 『口述民事訴訟法』 [成文堂] 
頁)｡ したがって､ 上記のように請求原因､ 抗
弁に該当する ｢具体的事実｣ が要件事実と解するのではなく､ そこでいう ｢具体的事実｣ はあくまで請求原因
事実として裁判で主張される主要事実もしくは抗弁事実として裁判で主張される主要事実であって､ 法規範的
に請求原因や抗弁に位置づけられている ｢抽象的事実｣ を要件事実と捉えるべきであろう｡ 本稿中で請求原因､
抗弁としているものはすべて､ 裁判で請求原因､ 抗弁として主張される主要事実たる ｢具体的事実｣ ではなく､
法規範的に請求原因や抗弁に位置づけられている要件事実としてのそれという意味であげている｡ これを前提






頁拙稿注 () 行目から行目について ｢板倉・加藤編 『演習ノート民事訴
訟法 全訂第２版』 [法学書院]｣ とされているのは ｢飯倉・加藤編 『演習ノート民事訴訟法 全訂第２版』 [法学
書院]｣ の誤りであった｡ 謹んでお詫びするとともに訂正させていただく｡
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